
第一八〇回 

閣第四九号 

   消防法の一部を改正する法律案 

 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）の一部を次のように改正する。 

 第五条の二第一項各号中「第八条の二第三項」を「第八条の二第五項若しくは第六項」

に改める。 

 第八条第一項中「を定め」の下に「、政令で定めるところにより」を加え、「行なわせ

なければ」を「行わせなければ」に改める。 

 第八条の二第一項中「これらの防火対象物について、消防計画の作成その他の防火管理

上必要な業務に関する事項で総務省令で定めるものを、協議して、定めておかなければ」

を「政令で定める資格を有する者のうちからこれらの防火対象物の全体について防火管理

上必要な業務を統括する防火管理者（以下この条において「統括防火管理者」という。）

を協議して定め、政令で定めるところにより、当該防火対象物の全体についての消防計画

の作成、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施、当該防火対象物の廊下、

階段、避難口その他の避難上必要な施設の管理その他当該防火対象物の全体についての防

火管理上必要な業務を行わせなければ」に改め、同条第四項中「前項」を「前二項」に改

め、同条第三項中「総務省令で定める事項」を「防火対象物について統括防火管理者」に、

「当該事項」を「統括防火管理者」に改め、同項の次に次の一項を加える。 

  消防長又は消防署長は、第一項の規定により同項の防火対象物の全体について統括防

火管理者の行うべき防火管理上必要な業務が法令の規定又は同項の消防計画に従つて行

われていないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、当該業務が当該法令の

規定又は同項の消防計画に従つて行われるように必要な措置を講ずべきことを命ずるこ

とができる。 

 第八条の二第二項中「前項」を「第一項」に、「総務省令で定める事項」を「規定によ

り統括防火管理者」に、「当該事項を変更した」を「これを解任した」に改め、同条第一

項の次に次の二項を加える。 

  統括防火管理者は、前項の規定により同項の防火対象物の全体についての防火管理上

必要な業務を行う場合において必要があると認めるときは、同項の権原を有する者が前

条第一項の規定によりその権原に属する当該防火対象物の部分ごとに定めた同項の防火

管理者に対し、当該業務の実施のために必要な措置を講ずることを指示することができ

る。 

  前条第一項の規定により前項に規定する防火管理者が作成する消防計画は、第一項の

規定により統括防火管理者が作成する防火対象物の全体についての消防計画に適合する

ものでなければならない。 

 第八条の二の二第一項中「第三十六条第三項」を「第三十六条第四項」に改める。 

 第二十一条の二第三項中「個別検定」を「型式適合検定」に改め、「個々の」を削り、



「と同一であるかどうかについて」を「に適合しているかどうかについて総務省令で定め

る方法により」に改める。 

 第二十一条の六第一項第二号及び第二十一条の七中「個別検定」を「型式適合検定」に

改める。 

 第二十一条の八中「個別検定」を「型式適合検定」に、「と同一である」を「に適合し

ている」に改め、同条に次の二項を加える。 

  協会又は第二十一条の三第一項の規定による登録を受けた法人は、不正の手段によつ

て前項の型式適合検定に合格した検定対象機械器具等の合格の決定を取り消すことがで

きる。 

  前項の規定により合格の決定を取り消したときは、協会又は第二十一条の三第一項の

規定による登録を受けた法人は、遅滞なく、その旨を、理由を付して総務大臣に届け出

るとともに、公示し、かつ、当該合格の決定を取り消された検定対象機械器具等に係る

型式適合検定を受けた者に通知しなければならない。 

 第二十一条の九第一項中「前条」を「前条第一項」に、「個別検定」を「型式適合検

定」に改める。 

 第二十一条の十及び第二十一条の十一中「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第二十一条の十二中「検定対象機械器具等で」の下に「第二十一条の八第二項（前条第

三項において準用する場合を含む。）の規定によりその型式適合検定の合格の決定が取り

消されたもの若しくは」を加え、「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第二十一条の十四を削る。 

 第二十一条の十三第一項中「前条」を「前二条」に改め、同条を第二十一条の十四とし、

第二十一条の十二の次に次の一条を加える。 

第二十一条の十三 総務大臣は、次の各号に掲げる事由により火災の予防若しくは警戒、

消火又は人命の救助等のために重大な支障が生ずるおそれがあると認める場合において、

当該重大な支障の発生を防止するため特に必要があると認めるときは、当該各号に規定

する販売業者等に対し、当該検定対象機械器具等の回収を図ることその他当該検定対象

機械器具等が一定の形状等を有しないことによる火災の予防若しくは警戒、消火又は人

命の救助等に対する重大な支障の発生を防止するために必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。 

 一 販売業者等が第二十一条の二第四項の規定に違反して、検定対象機械器具等を販売

し、又は検定対象機械器具等のうち消防の用に供する機械器具若しくは設備を設置、

変更若しくは修理の請負に係る工事に使用したこと。 

 二 販売業者等が販売した検定対象機械器具等又は販売業者等が設置、変更若しくは修

理の請負に係る工事に使用した検定対象機械器具等のうち消防の用に供する機械器具

若しくは設備について、型式適合検定の合格の決定が第二十一条の八第二項（第二十

一条の十一第三項において準用する場合を含む。）の規定により取り消されたこと。 



 第二十一条の十五及び第二十一条の十六中「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第二十一条の十六の三第一項中「当該自主表示対象機械器具等でその形状等が総務省令

で定める自主表示対象機械器具等に係る技術上の規格に適合するものに」を「自主表示対

象機械器具等について、その形状等が総務省令で定める自主表示対象機械器具等に係る技

術上の規格に適合しているかどうかについて総務省令で定める方法により検査を行い、そ

の形状等が当該技術上の規格に適合する場合には」に改め、同条に次の一項を加える。 

  自主表示対象機械器具等の製造又は輸入を業とする者は、総務省令で定めるところに

より、第一項の自主表示対象機械器具等の検査に係る記録を作成し、これを保存しなけ

ればならない。 

 第二十一条の十六の六第一項中「前条」を「前二条」に改め、第四章の二第二節中同条

を第二十一条の十六の七とし、第二十一条の十六の五の次に次の一条を加える。 

第二十一条の十六の六 総務大臣は、販売業者等が第二十一条の十六の二の規定に違反し

て、自主表示対象機械器具等を販売し、又は自主表示対象機械器具等のうち消防の用に

供する機械器具若しくは設備を設置、変更若しくは修理の請負に係る工事に使用したこ

とにより火災の予防若しくは警戒、消火又は人命の救助等のために重大な支障が生ずる

おそれがあると認める場合において、当該重大な支障の発生を防止するため特に必要が

あると認めるときは、当該販売業者等に対し、当該自主表示対象機械器具等の回収を図

ることその他当該自主表示対象機械器具等が一定の形状等を有しないことによる火災の

予防若しくは警戒、消火又は人命の救助等に対する重大な支障の発生を防止するために

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 第二十一条の十七中「個別検定」を「型式適合検定（第二十一条の二第三項に規定する

型式適合検定をいう。以下同じ。）」に改める。 

 第二十一条の三十六第一項第二号中「第二十一条の八」を「第二十一条の八第一項」に、

「個別検定」を「型式適合検定」に改め、同項第六号中「消防の用に供する機械器具等の

鑑定」を「依頼に応じ、消防の用に供する機械器具等に関する評価」に改める。 

 第二十一条の四十五中「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第二十一条の四十六第一項第二号中「保有している」を「用いて当該業務を行うもので

ある」に改める。 

 第三十二条第一項中「質問をする」を「質問し、又は火災の原因である疑いがあると認

められる製品を製造し若しくは輸入した者に対して必要な資料の提出を命じ若しくは報告

を求める」に改める。 

 第三十六条第一項後段を次のように改める。 

  この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第八条第一項 政令で定める資格 火災その他の災害の被害の

軽減に関する知識を有する



者で政令で定める資格 

 防火管理者 防災管理者 

 消火、通報及び避難の訓練

の実施、消防の用に供する

設備、消防用水又は消火活

動上必要な施設の点検及び

整備、火気の使用又は取扱

いに関する監督、避難又は

防火上必要な構造及び設備

の維持管理並びに収容人員

の管理その他防火管理上 

避難の訓練の実施その他防

災管理上 

第八条第二項及び第三項 防火管理者 防災管理者 

第八条第四項 防火管理者 防災管理者 

 防火管理上 防災管理上 

第八条の二第一項 政令で定める資格 火災その他の災害の被害の

軽減に関する知識を有する

者で政令で定める資格 

 防火管理上 防災管理上 

 防火管理者（ 防災管理者（ 

 統括防火管理者 統括防災管理者 

 消火、通報及び避難の訓練

の実施 

避難の訓練の実施 

第八条の二第二項 統括防火管理者 統括防災管理者 

 防火管理上 防災管理上 

 防火管理者に 防災管理者に 

第八条の二第三項 規定する防火管理者 規定する防災管理者 

 統括防火管理者 統括防災管理者 

第八条の二第四項及び第

五項 

統括防火管理者 統括防災管理者 

第八条の二第六項 統括防火管理者 統括防災管理者 

 防火管理上 防災管理上 

第八条の二の二第一項 火災の予防に 火災以外の災害で政令で定

めるものによる被害の軽減

に 

 防火対象物点検資格者 防災管理点検資格者 

 防火管理上 防災管理上 

 、消防の用に供する設備、

消防用水又は消火活動上必

要な施設の設置及び維持そ

の他火災の予防上 

その他火災以外の災害で政

令で定めるものによる被害

の軽減のために 

第八条の二の二第二項 防火対象物点検資格者 防災管理点検資格者 

第八条の二の三第一項第

二号イ 

又は第十七条の四第一項若

しくは第二項 

、第十七条の四第一項若し

くは第二項又は第三十六条

第一項において準用する第

八条第三項若しくは第四項 

第八条の二の三第一項第

二号ニ 

防火対象物点検資格者 防災管理点検資格者 



第八条の二の三第六項第

二号 

又は第十七条の四第一項若

しくは第二項 

、第十七条の四第一項若し

くは第二項又は第三十六条

第一項において準用する第

八条第三項若しくは第四項 

 第三十六条第二項中「同項の防火管理者」を「第八条第一項の防火管理者」に改め、同

項の次に次の一項を加える。 

  第一項の建築物その他の工作物のうち第八条の二第一項の防火対象物であるものにあ

つては、当該建築物その他の工作物の管理について権原を有する者は、同項の規定にか

かわらず、第一項において読み替えて準用する同条第一項の統括防災管理者に、第八条

の二第一項の統括防火管理者の行うべき当該防火対象物の全体についての防火管理上必

要な業務を行わせなければならない。 

 第三十六条の三第一項及び第四十条第一項第三号中「第三十六条第七項」を「第三十六

条第八項」に改める。 

 第四十一条第一項に次の二号を加える。 

 六 第二十一条の二第四項、第二十一条の九第二項（第二十一条の十一第三項において

準用する場合を含む。）、第二十一条の十六の二又は第二十一条の十六の三第二項の

規定に違反した者 

 七 第二十一条の十三又は第二十一条の十六の六の規定による命令に違反した者 

 第四十一条の六中「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第四十二条第一項第十一号中「第三十六条第七項」を「第三十六条第八項」に改める。 

 第四十三条の四中「第二十一条の二第四項又は第二十一条の十六の二の規定に違反した

者」を「第二十一条の十六の三第三項の規定に違反して検査に係る記録を作成せず、若し

くは虚偽の記録を作成し、又は記録を保存しなかつた者」に改める。 

 第四十三条の五第三号中「個別検定」を「型式適合検定」に改める。 

 第四十四条第二号中「又は第三十五条の三の二第二項」を「及び第三十五条の三の二第

二項」に改め、同条第三号中「第五項」を「第六項」に、「、第八条の三第三項、第二十

一条の九第二項（第二十一条の十一第三項において準用する場合を含む。）又は第二十一

条の十六の三第二項」を「又は第八条の三第三項」に改め、同条第十六号中「第二十一条

の十三第一項又は第二十一条の十六の六第一項」を「第二十一条の十四第一項又は第二十

一条の十六の七第一項」に改め、同条第十七号中「第五項」を「第六項」に改め、同条第

二十号及び第二十一号中「第三十六条第七項」を「第三十六条第八項」に改め、同条第二

十二号を同条第二十三号とし、同条第二十一号の次に次の一号を加える。 

 二十二 第三十二条第一項（第三十五条の三第二項及び第三十五条の三の二第二項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による資料の提出又は報告を求められて、資料の提

出をせず、虚偽の資料を提出し、報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

 第四十五条第一号中「又は第三十九条の三の二第一項」を「、第三十九条の三の二第一

項又は第四十一条第一項第七号」に改め、同条第三号中「及び第五号」を「、第五号及び



第七号」に、「若しくは第十二号」を「、第十二号若しくは第二十二号」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 附則第五条及び第七条の規定 公布の日 

 二 第五条の二第一項各号、第八条第一項、第八条の二、第八条の二の二第一項、第三

十六条、第三十六条の三第一項、第四十条第一項第三号及び第四十二条第一項第十一

号の改正規定、第四十四条第三号の改正規定（「第五項」を「第六項」に改める部分

に限る。）並びに同条第十七号、第二十号及び第二十一号の改正規定 平成二十六年

四月一日 

 （統括防火管理者の選任に係る届出に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の消防法（次条において「旧法」という。）第八条の二第

一項に規定する防火対象物の管理について権原を有する者は、前条第二号に掲げる規定

の施行の日（次項において「一部施行日」という。）前においても、この法律による改

正後の消防法（以下「新法」という。）第八条の二第一項の規定の例により同項に規定

する統括防火管理者を定め、同条第四項の規定の例によりその旨を所轄消防長又は消防

署長に届け出ることができる。 

２ 一部施行日前に前項の規定によりされた届出は、一部施行日において新法第八条の二

第四項の規定によりされた届出とみなす。 

３ 前二項の規定は、新法第三十六条第一項において読み替えて準用する新法第八条の二

第一項の統括防災管理者について準用する。 

 （型式適合検定に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に旧法第二十一条の八（旧法

第二十一条の十一第三項において準用する場合を含む。）の規定により個別検定に合格

した検定対象機械器具等は、新法第二十一条の八第一項（新法第二十一条の十一第三項

において準用する場合を含む。）の規定により型式適合検定に合格した検定対象機械器

具等とみなす。 

２ この法律の施行の際現にされている旧法第二十一条の七（旧法第二十一条の十一第三

項において準用する場合を含む。）の規定による個別検定の申請は、新法第二十一条の

七（新法第二十一条の十一第三項において準用する場合を含む。）の規定による型式適

合検定の申請とみなす。 

 （自主表示対象機械器具等の検査に関する経過措置） 

第四条 新法第二十一条の十六の三第一項及び第三項の規定は、平成二十五年五月一日以

後に自主表示対象機械器具等（新法第二十一条の十六の二に規定する自主表示対象機械

器具等をいう。以下この条において同じ。）に係る技術上の規格に適合するものである



旨の表示を付する自主表示対象機械器具等について適用し、同日前に自主表示対象機械

器具等に係る技術上の規格に適合するものである旨の表示を付する自主表示対象機械器

具等については、なお従前の例による。 

 （登録検定機関の申請に関する経過措置） 

第五条 新法第二十一条の三第一項の登録を受けようとする法人で新法第二十一条の四十

六第一項の要件を満たしているものは、施行日前においても、その申請を行うことがで

きる。新法第二十一条の五十一第一項の規定による業務規程の認可の申請についても、

同様とする。 

 （罰則に関する経過措置） 

第六条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定。以下この条に

おいて同じ。）の施行前にした行為及び附則第四条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

 （政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後

の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。 



     理 由 

 最近における火災の実態等に鑑み、火災被害の軽減に向けて火災予防対策の実効性の向

上を図る等のため、高層建築物等における防火管理体制の拡充を図るとともに、検定に合

格していない消防用機械器具等に係る回収命令の制度を創設する等の措置を講ずる必要が

ある。これが、この法律案を提出する理由である。 


